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第1章 序論 

 

1.1 研究背景 

エネルギーは我々にとって不可欠なものである。今日の我々の利便性に富んだ生活は、

大量のエネルギー消費の上に成り立っている。しかし現在、そのエネルギーの大半を石油

や天然ガス、石炭といった化石燃料に依存してきた結果、温暖化をはじめとする地球環境

の悪化と化石資源の枯渇が迫ってきている。また、我が国のエネルギー事情を考えると、

原子力を含めても 17%という低いエネルギー自給率であり1、エネルギー供給の 44%を占

める石油の 88%は情勢が不安定な中東に依存している2。この脆弱なエネルギー供給構造

の改善が我が国の重要な課題であると言える。 

 地球環境保護の面、エネルギーの安定供給の面から、我が国では自給自足の再生可能エ

ネルギーの導入が必要だと考えられる。そこで本論文では、環境負荷の小さい再生可能エ

ネルギーの 1 つとして注目されている風力発電、その中でも我が国の地理的要因から浮体

式の洋上風力発電に着目した。 

 

1.2 風力エネルギー3
 

 風は空気の流れであり、風の持つエネルギーは運動エネルギーである。今、受風面積 A 

[m
2
]の風車を考えた時、風力エネルギーP [W]は式(1-1)で表せる。 

31

2
P AV        (1-1) 

V：風速[m/s]，A：受風面積[m
2
]，ρ：空気密度[kg/m

3
] 

 

式(1-1)から風力エネルギーは受風面積に比例し風速の 3 乗に比例する。つまり、風速が

2 倍になれば風力エネルギーは 8 倍になることになる。風力エネルギーを活用する上で風

速は重要な要素となる。 

 

1.2.1 世界の風力エネルギー事情 

 図 1-1 は世界における風力発電導入量の推移である。近年、風力発電の導入量は急激に

増加し、2009 年初めでの世界の風力発電総設備容量は 120798 MW となっている4
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図 1-1 世界全体の風力発電累積導入量の推移5
 

 

図 1-2、図 1-3 はそれぞれ 2008 年末での風力発電累積導入量と風力発電単年導入量の

上位 10 カ国 である。近年では世界規模で環境保護への関心は高くなってきており、従来

風力発電導入量の高かったドイツ・スペイン・デンマークなどのヨーロッパ諸国に加えて、

新興国である中国やインド、それに環境政策に消極的であったアメリカも風力発電導入量

を伸ばしてきている。特にアメリカは 2030 年までに電力消費量の 20%を風力で賄うよう

にすると発表し、現在は累積導入量・単年導入量ともに世界第 1 位となっている。 

 

 

図 1-2 風力発電累積導入量上位 10 カ国 5 

 

図 1-3 風力発電単年導入量上位 10 カ国 5 

 



3 

1.2.2 日本の風力エネルギー事情6
 

日本における風力発電の導入はサンシャイン計画、ニューサンシャイン計画や電力会社

及びメーカーによる試験研究用などが主であったが、環境問題の関心の高まり、1990 年の

電気事業法関連法令の改正による設置手続きの簡略化等を背景として、地方自治体等によ

る導入も行われるようになった。特に 1992 年の電力会社による余剰電力購入制度及び

1993 年の系統連係技術要件ガイドラインの整備により、事業者が発電電力を電力会社に売

ることが可能になったことと、NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）を中心と

する支援制度の充実が導入促進のきっかけとなった。 

日本における導入設備容量は、1994 年の国の新エネルギー導入大網における導入目標で

ある「2000 年に 2 万 kW(20MW)」を 1998 年にクリアし、2001 年度末 6 月に新たな導入

目標「2010 年までに 300 万 kW(3000MW)」が示され、2008 年度の総設備容量は約 1854MW

に達している（図 1-4）。 

 

図 1-4 日本の風力発電累積導入量の推移7
 

 

しかし我が国で風力発電を行う場合、国土が狭く山地が多いという建設・立地上の問題

と、起伏が激しいことによる風況の不安定さの問題から、陸上風力発電には限界がある。

その一方で、3 万 km もの長い海岸線と世界 6 位の面積約 447 万 km
2を誇る排他的経済水

域(EEZ)があるため8、洋上での風力発電には大きなエネルギーポテンシャルが賦存してい

る（図 1-5、図 1-6 図 1-6）。しかし、日本列島の近海は遠浅な海域は尐なく、数 km 沖合

に出ると水深は 100m から 200m に達する（図 1-7）。したがって、欧州で大規模に使われ

ている着底式の洋上風力発電をわが国に導入することは有効ではない。このことから、わ

が国で洋上風力発電を本格的に導入するためには、着底式に代わって浮体式海洋構造物に

よる洋上風力発電が必要であると考えられる。 
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図 1-5 日本近海の風速9
 

 

 

図 1-6 日本の排他的経済水域（EEZ） 
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図 1-7 日本近海の水深10
 

 

1.3 洋上風力発電11
 

洋上での風力発電に適した形態は図 1-8 のように大きく着底式、ポンツーン型、セミサ

ブ型、Spar 型の 4 つに分類される。 

着底式は比較的浅い海底に基礎を設けその上に風車を設置する形をとっており、モノパ

イル式、コンクリート・ケーソン式、重力式などがある。欧州で洋上風力発電が盛んに行

われているが、その形態は全て着底式である。北海沿岸諸国の近海では 30m 以内の比較的

浅い海域が広大にあるため着底式でもってその広大な海洋空間を利用することが可能であ

るからである。一方、日本の近海では遠浅な海域が尐ないために着底式の風力発電は限ら

れた範囲でしか利用できない。 

ポンツーン型は浮体式海洋構造物を海面に浮かべ、複数の風車を搭載した形をしている。

構造物の内部は空間になっているために、水素製造装置やタンクなどのプラント設備のた

めの空間を確保することが出来る。比較的単純な構造をしているので建設コストが低い。

しかし、水線面積が大きいために波浪による動的影響が大きい。 

セミサブ型はポンツーン型に似ており、複数の風車を搭載し、内部空間も利用できる。

特徴としては没水したり、コラムやフーティングで構造を支えたりすることで、水線面積

を減じているために波浪による動的影響が小さい。ポンツーン型に比べ形状が複雑になる

ために建設コストが増加することがある。 

Spar 型は、セミサブ型と同様に水線面積が小さいため波浪による動的影響は小さい。ま

た、形状も単純であるため建造費も比較的安価に抑えることができる。ポンツーン型やセ

ミサブ型と異なることは、１つの浮体に１つの風車を搭載しているという点である。Spar
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型は鉛直方向に縦長であり、搭載する構造重量に比して非常に大きな排水量を有する。ま

た、構造の下方にバラストを搭載して重心を下げて設計することで系の安定性を図ってい

る。 

 

 

図 1-8 洋上風車の形態 

 

複数種類ある浮体式風車の中でも、本研究室では Spar 型風車に着目している。多くの

先行研究 9,11,12,13,14により Spar 型風車の構造・挙動については研究されてきており、Spar

型風車を用いたウインドファームの実現は確実に近づいている。しかし、現実に Spar 型

風車によるウインドファームの実現を考えた場合、その事故リスクについても評価しなけ

ればならない。ここで最も被害の大きい事故を考えたとき、それは浮体の損傷などといっ

た単基だけで完結する事故ではなく、ウインドファーム上で何かの拍子に漂流してしまっ

た浮体が、別の係留浮体を巻き込んで複数基の漂流に発展する、連鎖漂流事故である。 

浮体の漂流は実際に頻繁に起こっている。表 1-1 はハリケーンによる石油掘削リグの漂

流被害報告である。近年、アメリカで頻発しているハリケーンによってメキシコ湾の石油

掘削リグが漂流するといった事故がこれだけ報告されている。この報告を見ると、ウイン

ドファーム上の浮体式風車でも漂流が起こってもおかしくないということがわかる。 

 

表 1-1 ハリケーンによる石油掘削リグの漂流被害15
 

ハリケーン 発生時期 カテゴリー 最大風速 漂流被害 

Lili 2002年 10月 4 64[m/s] 1 基のセミサブ漂流 

Ivan 2004 年 9 月 5 75[m/s] 4 基のセミサブ漂流 

Katrina 2005 年 9 月 5 78[m/s] 5 基のセミサブ漂流 

Rita 2005年 10月 5 78[m/s] 10 基のセミサブ漂流 

 

1.4 先行研究 

ウインドファームでの連鎖漂流事故リスクの定量的な評価に関しては、栗本(2008)
16に

よって先行研究がなされた。それにより、ウインドファームでの Spar 型風車の連鎖漂流



7 

事故リスクの考え方やそのための Spar 型風車の漂流シミュレーターの開発といった基礎

的な研究方法は確立されたといえる。しかし、その研究結果については以下の改良点が残

っている。 

 

 供用期間における係留索の摩耗等による強度の低下、およびそのばらつきを考慮して

いない。 

 最初に漂流を開始する浮体の漂流条件（初期漂流条件）について、かなり簡略化した

リスク算出手法をとっている。 

 Spar 型風車の漂流開始条件として、係留索の破断のみを考慮しており、アンカー引き

抜け・引き摺りによる漂流を考慮していない。 

 

 1 つめの点については、栗本(2008)では全ての係留索が常に健全な状態、つまり設計通

りの強度を持っているという前提で漂流事故リスクを算出している。そのため、それほど

厳しくない海象条件ではどの係留索も破断することはなく、とても厳しい海象条件では全

ての係留索が破断してしまうという決定論的な漂流リスクの考え方となってしまっている。

しかし風車の漂流リスクをより厳密に算出するためには、どの程度の海象条件であればど

の程度の確率で係留索が破断してしまうのかという確率論的な考え方が必要である。 

また、時間が経過するにつれ係留索は摩耗等により強度が低下するので、漂流事故リスク

は高くなっていくと考えられる。その点でも、栗本(2008)では漂流事故リスクを小さく見

積もっている可能性がある。 

 2 つめの点についても、栗本(2008)では「初期漂流が連鎖漂流事故へと発展しうる」よ

うな風速が発生した場合、「ウインドファーム内の浮体式風車 1 基のみ」が漂流を開始し、

連鎖漂流へと繋がるという決定論的な考え方のもと連鎖漂流事故リスクを算出している。

そのため、かなりの風車が漂流を開始してしまうような超高風速域でのリスクを小さく見

積もってしまっている。 

3 つめの点によっても、もしアンカー引き抜けによる漂流リスクが無視できないほどの

大きさであった場合、漂流事故リスクを小さく見積もっている可能性がある。 

 

1.5 研究目的 

 そこで本研究の目的は、Spar 型風車を用いたウインドファームでの連鎖的な漂流事故リ

スクをより詳細に定量的に評価することである。そのために、時系列変動風・不規則波お

の導入によるより再現性の高い Spar 型風車漂流シミュレーター、および係留系強度低下・

ばらつきモデルを開発し、それらを用いてより詳細な漂流事故リスク算出とその評価を行

う。 
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1.6 論文の流れ 

 第 2 章では、まず Spar 型風車が漂流を始める条件およびその確率を求めるために本研

究で開発した、Spar 型風車の漂流シミュレーターについて説明する。 

第 3 章では、本研究で新たに漂流シミュレーターに導入し、連鎖漂流事故リスクの算出

に用いる係留系の強度モデルについて説明する。また、そのモデル作成のために行った重

力式アンカー強度実験について述べる。 

第 4 章では、本研究での連鎖漂流事故リスクの定義・算出方法・およびその結果につい

て述べる。 

第 5 章では、第 4 章で算出したリスクの評価方法とその結果について述べる。 

第 6 章では結論を述べる。 
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第2章 漂流シミュレーター 

 第 1 章でも述べたように、連鎖漂流事故リスク算出において Spar 型風車の初期漂流確

率を求めるために、漂流シミュレーターを開発した。本研究で開発した漂流シミュレータ

ーは、栗本(2008)で開発された漂流シミュレーターと一部ウインドファームに関するシス

テム面で異なり、かつ時系列変動風・不規則波を加えた改良版にあたるものである。 

 この漂流シミュレーターにより、漂流現象のシミュレーションが可能となる。また、ウ

インドファームでの連鎖漂流事故リスクの算出に必要な、係留索に発生する張力の大きさ

とその頻度の分布を求めることができる。 

 

2.1 想定するウインドファーム 

本研究で想定するウインドファームの設置海域、およびウインドファームを形成する

Spar 型風車の形状と係留システムを以下に記す。これらは、国立大学法人東京大学と東京

電力株式会社による「フロート式洋上風力発電に関する研究の概要」17での計画案を参考

に設定を行った。 

 

 

図 2-1 浮体式洋上ウインドファームのモデル地点 

_̂

7.0 ～ 7.5

7.5 ～ 8.0

8.0 ～ 8.5

8.5 ～ 9.0

5.5 ～ 6.0

6.0 ～ 6.5

6.5 ～ 7.0

年間平均風速
(m/s)(高度60m)
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図 2-2 浮体式洋上ウインドファームのモデル地点（詳細） 

 

 

図 2-3 浮体式洋上ウインドファームの平面配置 
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図 2-4 Spar 型浮体の構造・寸法と係留系について 

 

表 2-1 RC スパー型浮体の構造と寸法 

風車 定格出力 2.4MW 

ローター直径 92m 

タワー高さ 70m 

カットイン風速 4m/s 

定格風速 12.5m/s 

カットアウト風速 25m/s 

浮体 高さ 90m 

喫水 77.2m 

外径 15m 

排水量 13300m
3 
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表 2-2 係留システム 

係留方式 カテナリー係留 

安全率 3.0 

係留索 第 3 種チェーン（径 125mm） 

単位長さ当たり水中重量 2.94kN/m 

本数 4 本 

長さ 432m 

 

なお、ウインドファームでの風車配置については、銚子東沖では南北方向が主風向のた

め、東西横長（3 列）の配置とした。 

風車間の間隔については、風車間での干渉によるエネルギーロスを避けるためにも主風

向にローター直径の 10 倍、主風向の直交方向に 3 倍とするのが、目安である18。しかし、

銚子東沖では南北方向が主風向だが、季節風による西よりの風の発生頻度も高いことから、

主風向をやや短めにローター直径の 8 倍弱、東西方向をやや長めにローター直径の 4 倍強

ととった。 

 

2.2 漂流シミュレーターの概要 

 本研究で開発した漂流シミュレーターでは、Spar 型風車を 2 次元平面内の剛体として、

4 次精度ルンゲクッタ法を用いて運動を解く。つまり、考慮する浮体の運動は surge, sway, 

yawing の 3 つである。運動を解く際の時間ステップは、通常は 0.1 s、衝突時など詳細に

運動を解く必要がある場面では 0.001 s とした。 

 また、一回のシミュレーション時間は 3 時間とした。これは、係留索に発生する張力の

データ数をある程度多くするという理由と、波について、ある有義波高・有義波周期とい

ったパラメータ（統計値）によるひとつの海象状態は一般的に 3 時間区切りで考えるため

である。 

 

2.2.1 海象条件の設定 

 ウインドファーム内の海象条件（風速・潮流速・有義波高・有義波周期）はどの位置で

も変わらないということを前提として、シミュレーションを行う。 

 

2.2.1.1 風 

 シミュレーション中の平均風速 U10 [m/s]を決定し、その平均風速 U10 [m/s]に水平方向変

動成分 Uε [m/s]を加えた時系列変動風 U(t)を用いて計算を行う。水平方向変動成分 Uε [m/s]

のパワースペクトルとしては日野スペクトル19（式(2-1)）を用いた。 
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p

D

z

z

z

zC

pU
  

f：振動数[1/s]，Eu(f)：パワースペクトル密度関数[m
2
/s]，z1=10m：基準高度，z：高度 [m] 

p=0.1：べき指数，CD=0.001：粗度係数 

 

ただし、この関係を導出するにあたって、δu
2
=6CDUz

2およびコルモゴロフ定数 0.5 という

関係を用いている。 

パワースペクトル密度関数 Eu(f)を適当な周波数域で積分すると、風速変動のその周波数

域でのエネルギー [m
2
/s

2
]が計算できる（図 2-5）。これより、時系列変動風 U(t)を、式(2-2)

のように求めた。この際、周波数 f については、1.0×10
-100

 ～ 1.0×10
100までの範囲を 10

-0.1

刻みで 2000 個に分解して積分した。 

 例として、このようにして再現した平均風速 50m/s の時系列変動風を図 2-6 に示す。 

  
f

nu tffEUtU 2sin)( 10

   (2-2) 

U10：10 分平均風速 [m/s]，θ：各周波数成分でのランダムな位相(0～2π) [rad] 

 

図 2-5 エネルギースペクトル密度関数と周波数 fnでのエネルギー 
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図 2-6 平均風速 50m/s の変動風 

 

 また、このようにして作成した時系列変動風は高度 10 m での風である。風車は高度 100 

m にも達するものであり、風速の高度分布も重要となる。そこで、風速の高度分布につい

ては、経験的に成り立つとされている「べき法則」（式(2-3)）を用いた。ここで、本研究

では洋上風車、つまり海上風を考えているため、べき指数は 0.1（n=10）とした。 

n

z

z
VV

1

10
10










      (2-3) 

Vz：高度 z [m]での風速[m/s]，V10：高度 10 [m]での風速 [m/s]， 

z：高度 [m]，1/n：べき指数 

 

表 2-3 べき指数 
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2.2.1.2 潮流 

 潮流速は、シミュレーション中で常に 2 knot（=1.028 m/s）で一定とした。 

 

2.2.1.3 波 

 シミュレーション中の有義波高 H1/3 [m]と有義波周期 T1/3 [s]を決定し、その 2 つのパラ

メータから、Bretschneider-Mitsuyasu スペクトル20（式(2-4)）を用いて、風の場合と同様

にパワースペクトルを積分することで、不規則波を再現し計算を行う。この際、周波数 f

については、1.0×10
-50

 ～ 1.0×10
50までの範囲を10

-0.1刻みで1000個に分解して積分した。 

 このようにして再現した不規則波の例として、有義波高 12.55m、有義波周期 14.73s の

不規則波を図 2-7 に示す。 

    4

3/1
52

2

2
3/1

3/1 03.1exp258.0
 










 fTfg

gT

H
f

  (2-4) 

g：重力加速度 [m/s
2
] 

 

図 2-7 有義波高 12.55m、有義波周期 14.73s の不規則波 

 

ここで、有義波高 H1/3と有義波周期 T1/3は 10 分平均風速 U10 [m/s]から決定する。その

際の風速と有義波高・有義波周期の対応関係については、独立行政法人海洋技術安全研究

所の波と風データベース21を基にし、高風速については、波浪推算法の 1 つである SMB

法（Wilson の IV 型）20を用いて算出している。これをまとめたのが表 2-4 である。 
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表 2-4 各風速における有義波高・有義波周期 

風速 [m/s] 有義波高 [m] 有義波周期 [s] 

10 1.50  5.50  

20 3.30  8.20  

25 4.53  9.53  

30 6.29  11.16  

40 9.73  13.57  

50 12.55  14.73  

60 15.38  15.74  

70 18.22  16.64  

80 21.07  17.44  

90 23.92  18.19  

100 26.78  18.87  

 

2.2.2 衝突判定 

2 浮体の距離と浮体の直径から図 2-8 のように衝突判定を行い、衝突していると判定さ

れた場合は 2 浮体それぞれの運動方程式に衝突によって生じる衝突力を加える。その衝突

力については、2.4.5 項にて詳しく述べる。 

 

 

図 2-8 衝突判定 

 

2.2.3 係留引っ掛かり判定 

 浮体の水中部分の深さは 77.2m である。また、チェーン係留索は浮体下部（水深 45m

地点）から水深 120m の海底まで張られている。これより、チェーン係留索の水深 77.2m

地点より上の部分に関しては、漂流してきた浮体が引っ掛かる可能性がある。（図 2-9，図 

2-10） 

 その場合、そのチェーン係留から係留浮体に働く係留力に変化が生じる上に、引っ掛か

った漂流浮体のほうにも新たに係留力が生じる。その時の係留力については、2.4.6 項にて

詳しく述べる。 
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図 2-9 係留引っ掛かり範囲 

 

 

図 2-10 係留引っ掛かり判定 

 

2.2.4 係留破断判定 

係留破断は、漂流浮体の引っ掛かりや衝突、もしくは過酷な海象条件により係留索にか

かる張力が破断張力を超えることによって起こる。 

その係留破断判定については、4 本のチェーン係留索それぞれについて、各時刻におい

てアンカー取付位置と係留浮体との距離を計算し（漂流浮体が引っ掛かっている場合は（ア

ンカー取付位置と漂流浮体との距離）＋（漂流浮体と係留浮体との距離））、その距離から

算出される張力がチェーン係留索の破断張力を超えていれば破断したと判定する。 
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2.3 浮体の運動方程式 

 漂流シミュレーターでは式(2-5)で表される浮体の浮体固定座標系における運動方程式

をウインドファーム内の各浮体について 4 次精度ルンゲクッタ法を用いて解く。この際、

空間固定座標系から浮体固定座標系への変換には座標変換行列 T を、浮体固定座標系から

空間固定座標系への変換には T
-1を用いる（式(2-6)）。 

 
 

z

y

x

MI

Fuvm

Fvum



















      (2-5) 

m=2.633×10
7：浮体の質量（付加質量を加味した値） [kg] 

u,v：浮体固定座標系での、浮体の x, y 軸方向速度 [m/s] 

θ：浮体の z 軸回りの（yawing）回転角 [rad] 

I：浮体の z 軸回りの慣性モーメント [kg・m
2
] 

Fx, Fy：浮体固定座標系での、浮体に作用する x, y 軸方向の荷重 [N] 

Mz：浮体に作用する z 軸回りの回転モーメント [N・m] 








 
























cossin

sincos

cossin

sincos

1T

T

      (2-6) 

 

図 2-11 浮体固定座標系 



19 

 

2.4 浮体に働く外力 

 浮体に働く外力は、風抗力 Fwind，潮流力 Fcurrent，波漂流力 Fdrift，変動波力 Fwave，衝突

力 Fcollision，係留力 Fmoorの 6 つを考慮する（式(2-7)）。ここで、衝突力は浮体同士が衝突し

ている時のみ、係留力は浮体が係留されている（未漂流）時のみ作用する。 

また、風車のローター部分が受ける風抗力と係留力によって、回転モーメント Mroter，Mmoor

がそれぞれ生じる（式(2-8)）。 

 

   moorcollisionwavedriftcurrentwind
y

x

F

F
FFFFFFF 










  (2-7) 

moorroterz MMM        (2-8) 

 

2.4.1 風抗力 Fwind 

 風抗力 Fwind [N]はローター部に作用する風抗力 Fwind,roter とタワー部に作用する風抗力

Fwind,towerの和である。よって、式(2-9)で表される。 

 

 xTvxTv

xTvxTvAC

FFF











windwindtowerDair

windwindroterTair

towerwindroterwindwind
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2

1

2
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,,

   (2-9) 

293.1air ：空気密度 [kg/m
3
] 
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xT

T
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,
C ：浮体固定座標系での x, y 軸方向それぞれのローター部スラスト係数 

   














































1.132

61.6647

625.3575.317.1
2

1
375.375.325.2

2

1
625.2

92
4

2

,

,



yroter

xroter

roter
A

A
A

：浮体固定座標系での x, y 軸方向ローター部投影面積 [m
2
] 

7.0DC ：タワー部の抗力係数 

  6.4047063
2

1
8.127 towerA ：タワー部投影面積 [m

2
] 

windv ：風速ベクトル [m/s] 

x ：浮体固定座標系での浮体の速度ベクトル 
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ここで、ローター部の x 軸方向スラスト係数 CT,xは図 2-13 から設定した。定格時で 0.33、

カットアウト時で 0.06 である。カットアウト風速以上の風速ではフェザリング状態なので

0.03 とした。その根拠は、フェザリング状態（図 2-12 下図）でのローター投影面積は、

    ]m[6.1023625.35675.021.0
2

1
375.325.2675.0

2

1
625.2 2　








 であり、

これに抗力係数 2.0（表 2-6）を乗じたものを 61.664792
4

2 


で割ると、 03.0
61.6647

26.102




となるためである。 

また、ローター部の y 軸方向スラスト係数 CT,yは、表 2-6 より 2.0 とした。 

 ローター部が受ける風抗力による回転モーメント Mroter [N・m]については、風速がカッ

トアウト風速以下の場合は機械制御により風車は風の方向を向くため、Mroter=0 とする。

風速がカットアウト風速以上の場合は、ローター部 x 方向投影面積を左右 2 つの半円に分

けて考えて、そのそれぞれの半円の図心（中心から
3

4r
の距離）の x 方向速度を用いて、

式(2-10)より算出する。ここで、D [m]はローター取付部のタワー中心からの距離である。 
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図 2-12 風車ローター形状 
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図 2-13 風車ローター部スラスト係数の風速による変化22
 

 

表 2-5 各種充実断面の抗力係数23
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表 2-6 各種薄肉断面の抗力係数 23 

 

 

2.4.2 潮流力 Fcurrent 

潮流力 Fcurrent [N]は式(2-11)で表せる。コラム部の抗力係数は表 2-5 より 0.7 とした。 

 xTvxTvF   currentcurrentcolumnDwatercurrent AC
2

1
   (2-11) 

1025water ：海水の密度 [kg/m
3
] 

7.0DC ：コラム部抗力係数 

4.11205.72157.47 columnA ：水面下コラム部投影面積 [m
2
] 

currentv ：流速ベクトル [m/s] 

x ：浮体固定座標系での浮体の速度ベクトル 

 

2.4.3 波漂流力 Fdrift 

 波漂流力 Fdrift [N]は、Hsu の方法24を用いて算出する。Hsu の方法では、第 2.2 節で作成

した不規則波をひとつひとつの波に分割し、そのそれぞれについて波高と波漂流力係数 Cw

からその波の発生時間中の波漂流力 Fdrift を求める（式(2-12)）。ここで、波漂流力係数 Cw

は波の波数 k [1/m]と浮体の水線面長さ R [m]に依存する（図 2-14）。 
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1025water ：海水の密度[kg/m
3
]， 80665.9g ：重力加速度[m/s

2
]， wC ：波漂流力係数，

：波振幅[m]， 7L ：浮体代表長さ[m]， wave ：波向き[rad] 

 

 

図 2-14 波漂流力係数 Cw
25
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図 2-15 Hsu の方法を用いた波漂流力計算法 

 

2.4.4 変動波力 Fwave 

 変動波力 Fwave [N]は式(2-13)で表せる。本研究では、動的効果による変動波力の低減率

α=8 と設定した26。 
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(2-13) 

m：水深による波高の減尐分を考慮した排水重量[kg] 

a：波高[m] 

：波周波数[rad/s] 

k：波数[1/m] 

8 ：動的効果による低減率 
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2.4.5 衝突力 Fcollision
27

 

衝突力の算出においては、浮体同士の衝突現象は浮体の浮力体部分（直径 15m，高さ

72.5m）の衝突現象と捉え、ブレード部分の衝突による衝突力は考慮しない。つまり、単

位高さ当たり円環同士の衝突として、以下のように衝突力を求めた。 

半径 r=15m、曲げ剛性 EI の円環に、図 2-16 のように直径方向に力 P を加えたときの円

環の直径の縮み δ は、式(2-14)で表せる。 

 













1

8

Pr2 3

EI
      (2-14) 

 

2 円筒の中心間の距離を d[m]とすると、それぞれの円筒の縮み δ[m]は式(2-15)のように定

まるので、これより力 P、つまり衝突力 Fcollision [N]の大きさが式(2-16)のように求まる。こ

れより、浮体 i と浮体 I’が衝突した際に浮体 i に作用する衝突力 Fcollision [N]が式(2-17)で表

せる。 

 
2

2 dr 
        (2-15) 
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E：ヤング率[Pa]，I：浮力体部分の断面二次モーメント[m
4
] 
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vi，vi’：浮体 i，i’の速度ベクトル [m/s] 
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図 2-16 円環に力を加えた時の歪み 

 

2.4.6 係留力 Fmoor 

 本研究では浮体に係留力を発生させる係留系としてチェーン係留索によるカテナリー係

留を想定している。このカテナリー係留により発生する係留力の算出のために、カテナリ

ー解析を行った。ここで、シミュレーター内では係留索の状態によって 2 通りのカテナリ

ー解析が必要である。 

 

図 2-17 カテナリー係留 

 

 まず、係留索は初期状態では一部がカテナリーを形成し、残りが海底に這っている状態

である。そしてそこから浮体に荷重が作用し浮体が変位しても、その変位量が小さいうち

は海底に這っていた係留索が持ち上がり、タッチダウン点（カテナリー形成部と海底に這

っている部分の境目）が移動し、カテナリー形成部の長さが長くなることで係留力が増す

（図 2-18）。この時のカテナリー解析式は式(2-18)となる。 

r 

P 

歪みδ  
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      (2-18) 

L：カテナリー形成部の長さ[m] 

T0：係留力の水平方向成分（つまり本シミュレーターにおける係留力 Fmoor）[N] 

m：係留索の単位長さ当たりの水中重量[N]，H：カテナリー形成部の水平長[m] 

D：水深（カテナリー形成部の）鉛直長[m] 

 

式(2-18)より、 
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  (2-19) 

ここで、本シミュレーターでは浮体の heave 運動は考慮しないため、dD=0 としている。 

さらに式(2-19)を展開して、 
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   (2-20) 

式(2-20)より、浮体の微小変位に対する係留力の変化量、およびカテナリー形成部の長さ

の変化量が計算できる。 

 

図 2-18 係留索が海底を這う場合 
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 次に、より浮体の変位が大きくなり、係留索長の全てがカテナリーを形成する場合のカ

テナリー解析式が式(2-21)である。この時、係留索の下端はアンカーによって固定されて

いるため、浮体の変位が大きくなるにつれて係留索の下端での傾斜が大きくなっていく（図 

2-19）。 
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     (2-21) 

漂流シミュレーター内では、式(2-21)について Steffensen の反復法を用いて、浮体の微小

変位に対する係留力の変化量を計算している。 

 

図 2-19 係留索全てがカテナリーを形成する場合 

 

 以上のようにカテナリー解析を行うことで、本漂流シミュレーターでは浮体に作用する

係留力 Fmoor の算出を行っている。このようにして求めた、一本の係留索が浮体に及ぼす

水平方向係留力 moorF の大きさ
2

,

2

, ymoorxmoormoor FF F を示したのが図 2-20 である。

ここで、横軸は浮体の初期位置からの変位[m]を表している。この結果より、係留索が設計

強度を持つ場合、ある係留索にとって浮体が初期位置から 9m 変位すると、その係留索は

破断してしまうということがわかる。 
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図 2-20 一本の係留索が浮体に及ぼす水平方向係留力 

 

 この結果を用いて、図 2-21 のようにチェーン係留索が設置された係留系における、浮

体の x 軸正方向変位に対する係留力（x 軸正方向を正とする）、ばね定数、固有周期を示し

たのが図 2-22，図 2-23，図 2-24 である。浮体の x 軸正方向変位に対して実質係留力を

発生させているのは浮体左側の係留索のみであるため、係留系が浮体に及ぼす係留力の大

きさは図 2-20 の場合とほとんど差がないことが分かる。また、浮体の変位が大きくなる

につれて係留系のばね定数が大きくなり、系の固有周期が短くなっていくことが分かる。 

 

 

図 2-21 係留索が上・下・左・右方向に張られた係留系 
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図 2-22 係留系が浮体に及ぼす x 軸正方向係留力 

 

図 2-23 係留系のばね定数 

 

図 2-24 係留系の固有周期 
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 本漂流シミュレーター内での、ある浮体に作用する係留力 Fmoor [N]は、その浮体に取り

付けられた4本の係留索それぞれにとっての浮体の初期位置からの変位量を 0.01m単位で

計算し、図 2-20 から各係留索が浮体に及ぼす係留力の大きさ Fmoor,i（i=1,2,3,4）を求める

ことで算出する。つまり、式(2-22)となる。この時、係留索 i が浮体に及ぼす z 軸回りの回

転モーメント Mmoor [N・m]の大きさは、係留力の大きさ Fmoor [N]の、係留索 i の浮体取付

位置を接点とする浮体の接線方向成分に浮体の半径 7.5m を乗じた値となり、浮体の回転

角度 θ が正の場合は回転モーメントは負符号、θ が負の場合は正符号となる。

 ianchorimoor
i

imoormoor F ,,

4

1
, xxTF  



    (2-22) 

xmoor,i：i 番目の係留索の浮体取付位置 

xanchor,i：i 番目の係留索のアンカー取付位置 

 

ここで、式(2-22)は浮体の z 軸回りの回転角度 θ があまり大きくない場合、具体的には











 89

5.7416

5.7
arccos の場合である（図 2-25）。浮体の回転角度 θ がそれより

も大きい（θ > 89°）もしくは小さい（θ < -89°）場合は、それぞれの係留索が浮体に

及ぼす係留力は、その係留索の浮体取付位置を接点とする浮体の接線方向に作用する。

その際、回転角度が大きい場合は z 軸回りのモーメントが負になる方向、回転角度が小

さい場合は z 軸回りのモーメントが正になる方向に係留力が作用する。また、この時に

係留索 i が浮体に及ぼす z 軸回りの回転モーメント Mmoor [N・m]は、係留力の大きさ Fmoor 

[N]に浮体の半径 7.5m を乗じた値となる。 

 

図 2-25 浮体の回転角度と係留力 

 

 また、2.2.3 節で述べたような漂流浮体の係留索への引っ掛かり現象が生じている時の

係留力は、図 2-26 に示すように漂流浮体・係留浮体のそれぞれに作用するとし、この

時、係留力の大きさを算出するための係留索の初期状態からの伸び[m]は、L1＋L2－（係

留索初期水平長 416m)から求める。 
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図 2-26 浮体が係留索に引っ掛かった時の係留力 

 

2.5 シミュレーション結果 

 本研究で開発した漂流シミュレーターにより、ウインドファームでの Spar 型風車の

連鎖漂流事故をシミュレーションした結果が図 2-27 である。なお、青い点が Spar 型風

車を、黒いラインが係留索を表している。漂流を開始した浮体が多くの係留浮体と衝突

しながら、かなり大規模な連鎖漂流事故へと発展する様子をシミュレーションしている。 

また、図 2-28 に示すように、「浮体が漂流を開始したものの、いくつかの係留浮体の係

留索を 1 本切る程度に収まりながら漂流し、後に連鎖漂流となった 1 基の浮体も途中で

別の係留浮体の係留索に引っ掛かって停止する」といったかなり複雑な現象もシミュレ

ーション出来ていることがわかる。 
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図 2-27 連鎖漂流事故の様子 
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図 2-28 漂流浮体が係留に引っ掛かって停止する様子 
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 また、漂流シミュレーターを用いて、ある浮体において 4 本の係留索に作用する張力

を表しているのが図 2-29である。なお、これは風や波の向きは西から東方向、風速50m/s

において、ある浮体の係留索に発生する張力の結果である。係留索 1~4 はそれぞれ東、

北、西、南方向に張られている。図 2-29 より、風下側の係留索の張力は風上側のそれ

に比べて非常に小さく、また浮体に作用する荷重の方向とは垂直な南北方向に張られた

係留索の張力はほぼ変動がないことから、この場合ほとんど浮体への係留力の発生に寄

与していないことが分かる。 

第 4 章ではこのような結果を用いて連鎖漂流事故リスクを算出する。 

 

 

図 2-29 係留索に発生する張力 
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第3章 係留系強度モデル 

 ここでは、本研究で新たに導入した係留系の強度モデルについて説明する。海洋構造

物に用いられる係留索およびアンカーについては様々なものが存在する。係留索の場合

チェーン、ワイヤーロープ、合成繊維ロープなど、アンカーの場合は平板アンカーや重

力式アンカーなどである。 

係留システムは、構造物が漂流することのないように、考え得るかなり過酷な海象条

件下で構造物に作用する荷重に各国の船級協会が定める安全率（Factor of Safety）を乗

じた荷重にも耐えうるように設計される。しかし、そのように設計された係留系であっ

ても、実際は係留索の摩耗や腐食、海底地盤の不安定性や設置時の人為的なミス等によ

り想定した強度を持たないこともあり得る。そうした場合に、海洋構造物の漂流事故が

起こる危険性が高まってしまう。 

過去の係留系に関する事故はほとんどが係留索の破断であることから、係留索の摩耗

等による強度低下は確実に考慮しなければならないものであるが、アンカーの引き抜け

や引き摺りといった報告はほぼ見られない。しかしアンカーの引き抜けや引き摺りによ

る海洋構造物の漂流事故のリスクも、係留索破断によるそれと比較して無視できないほ

ど大きいものであれば考慮する必要がある。 

そこで本研究ではまず、係留索の摩耗による強度低下モデルを作成した。またアンカ

ーの強度に関しては、実験を行うことでアンカー強度のばらつきの大きさを調べ、浮体

の漂流事故への影響度の大きさを検証した。 

本研究で想定する係留系はチェーン係留索・重力式コンクリートアンカーであるため、

本研究では、係留系強度モデル作成のために以下の 2 つのことを行った。 

 チェーン係留索強度確率モデルの作成 

 重力式アンカー強度実験 

 

3.1 チェーン係留索強度確率モデル28
 

 チェーン係留索の強度低下の要因として考えられる主なものは摩耗と腐食である。チ

ェーンの浮体に近い部分は摩耗よりも腐食の影響が大きく、海底に近い部分は摩耗の影

響が大きい。しかしチェーンが腐食により錆びてしまっても、その錆を落としてみると

チェーンの径はあまり痩せていないということも多く、係留索の強度低下の観点からみ

ると、腐食よりも摩耗の影響の方がかなり大きいと考えられる。 

そこで本研究では、チェーン係留索の使用期間による摩耗量の検査報告から、チェー

ン係留索強度確率モデルを作成した。この際、船に使われていたチェーン係留索の摩耗

率報告データ（図 3-1）を基にモデルを作成した。データのもととなるチェーン係留索

の使用目的が海洋構造物でないということや、船の場合その用途によって係留索の摩耗

具合も大きく異なるであろうことが考えられるが、海洋構造物に使われていたチェーン

係留索の摩耗データというのは非常に尐ないということと、かつあまり公にされるよう
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なデータではないということから、今回は船での摩耗データからチェーン係留索強度モ

デルを作成した。図 3-1 の摩耗データにある鋳鋼鎖、電接鎖、鍛接鎖の 3 種類のチェー

ンのうち、使用頻度の高い順に並べると電接鎖、鋳鋼鎖、鍛接鎖である。しかし、摩耗

に強く、耐腐食性もよい鋳鋼鎖が海洋構造物を中心に見直されてきているとのことから、

本研究では鋳鋼鎖のデータを基に係留索強度低下モデルを作成した。この際、図 3-1 は

第 2 種の鋳鋼鎖に関する摩耗データであり、本研究で想定しているのは第 3 種のチェー

ンであるという違いがあるが、その影響は小さいと考え、第 2 種の鋳鋼鎖のデータを用

いてモデルを作成した。 

 

 

図 3-1 係留チェーンの径摩耗率 

 

 図 3-1 の結果を鋳鋼鎖についてまとめたのが図 3-2 である。ここで径の摩耗率とは、

100%の状態を健全な状態として、径が何%の長さになっているかという値を意味してい

る。各データ点について、データ点の存在する経過年数までは毎年均等な摩耗率で摩耗

し、その後も毎年同様のペースで摩耗すると仮定することで、各経過年数での平均摩耗

率を算出した。その結果、n 年経過後の平均摩耗率の値は 100-0.53044n となった。また、

図 3-2 を見ても分かるように、径の摩耗率にかなりのばらつきがあることがわかる。n

年経過後の摩耗率の標準偏差の値は 0.184337n であるという結果となった。 

 また、ここで、社団法人全国漁港漁場協会による漁港・漁場の施設の設計の手引き29で

は、チェーン係留索の摩耗・腐食しろは径 1mm／年とするという記載がある。この値と
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摩耗データから算出した平均摩耗率を、本研究で想定する径 125mm のチェーンにおい

て比較したのが図 3-3 である。摩耗データから算出した平均摩耗率のほうが、設計基準

となる摩耗率に比べると摩耗しにくいという結果となっている。これは、設計基準とす

る摩耗率は実際の摩耗率よりも多尐安全よりに設定するであろうことを考えると当然の

結果である。しかし先程も述べたように、摩耗データのばらつきは非常に大きいため、

この設計基準を下回る摩耗をする係留索が存在する確率も十分高いと考えられる。 

 

 

図 3-2 経過年数と径摩耗率 

 

 

図 3-3 摩耗データによる平均摩耗率と設計基準となる摩耗率 
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 摩耗データから得られた平均摩耗率とその標準偏差から、チェーン係留索の強度確率

モデルを作成する。まず、上で得られた平均摩耗率と標準偏差は、チェーン係留索に使

われる各鎖環（リンク）の径の摩耗率についての値であり、これを各鎖環の強度に換算

する必要がある。第 3 種チェーンの切断試験荷重の値は、式(3-1)から得られるため、本

研究で想定する径 125mm 第 3 種チェーンの各鎖環の n 年後の強度の平均低下率とその

標準偏差はそれぞれ 100-0.894n [%]，0.3027n [%]となった（図 3-4）。この結果から、

チェーン係留索の各鎖環の n年経過後の破断張力の平均 μn [tf]と標準偏差ζn [tf]は式(3-2)

で表され、各鎖環の破断張力 BTi（i=1,2,…,N）[tf]の値は平均 μn、標準偏差 ζn の正規分

布に従うと仮定する。N は一本のチェーン係留索に使われる鎖環の総数である。 

ここで、チェーン係留索には非常に摩耗しやすい部分と摩耗しにくい部分が存在すると

考えられるため、全ての鎖環に同一の確率モデルをあてはめるのは厳密にはふさわしく

ない可能性がある。しかし、実際のチェーン係留索の設計の際にはその点を考慮して、

摩耗しやすい部分は強度を高くするといったことを行う。それを考慮して、本研究では 

チェーン係留索の全ての鎖環について同一の強度確率モデルをあてはめることとした。 

 

 dd 08.0446.19]N[ 2 切断試験荷重     (3-1) 

d：チェーンの呼び径 [mm] 

 

   

 

 

n

n

n

n

n

n

003027.08.1061

003027.0
100080665.9

12508.0441256.19

00894.018.1061

00894.01
100080665.9

12508.0441256.19

2

2





















   (3-2) 

 

図 3-4 経過年数と強度低下率 
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 一本のチェーン係留索は、図 3-5 のように多くの鎖環（リンク）からできている。こ

のリンクの総数 N は、概ね式(3-3)から求めることができ、本研究で想定する径 125mm、

長さ 432m の第 3 種チェーンの場合、その総数 N の値は約 864 個である。 

   
 

864
1254

1000432

4










リンクの径

チェーンの長さ
リンクの総数   (3-3) 

 

 

図 3-5 スタッド付きチェーンの形状 

 

チェーン係留策は、それに使われている各リンクのうちの一つでも切れると係留索自

体が切れてしまう。そのため、一本の係留索の破断張力 BTall は、各リンクの破断張力

BTi(i=1,2,…,N)の最小値と等しい（式(3-4)）。 

 Nall BTBTBTBT ,,,min 21       (3-4) 

ここで、標本数 n が大きいとき、元の母集団が標準正規分布に従う場合の標本の最小値

の分布は二重指数分布となり、その確率密度関数は式(3-5)で表される 19。 

      uyuy eeyf    exp     (3-5) 

nln2 ，
n

n
nu

ln22

4lnlnln
ln2


  

各リンクの破断張力 BTi [tf]は上述した通り平均 μt、標準偏差 ζtの正規分布に従うとする

ため、確率変数
t

tiBT




は標準正規分布（平均 0、標準偏差 1 の正規分布）に従う。こ

れより、t 年経過後の係留系強度モデルにおいて、その N 個のデータの最小値である一

本の係留索の破断張力 BTall [tf]の確率密度関数 f(x,t)は、式(3-6)で表される。これを用い

て、例えば 10 年経過後の係留系強度モデル（   ]tf[9.9661000894.018.106110  ，

]tf[1.3210003027.08.106110  ）の場合の、一本の係留索の破断張力 BTall [tf]の

確率分布は図 3-6 となる。また、使用年数が経過するごとに図 3-7 のように係留索破断

張力確率分布が推移する。 
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図 3-6 10 年経過後の係留索破断荷重の確率分布 

 

 

図 3-7 経過年数による係留索破断荷重確率分布の推移 
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3.2 重力式アンカー強度実験 

本研究では、アンカー強度のばらつきの大きさを調べ、浮体の漂流事故への影響度の

大きさを検証するために、重力式アンカーの強度についての簡単な実験を行った。 

 実験の概要は図 3-8，表 3-1 に示す通りである。また、実験装置を図 3-9 に示す。な

お、安息角とは、土を積み上げた時に崩れることなく安定を保つ斜面の角度のことであ

り、安息角 θ の土の静止摩擦係数は tanθ である30（図 3-10）。土の粒径に関しては、想

定海域に比較的近いものを選んだ31。 

 

 

図 3-8 実験の概要図 

 

表 3-1 実験の概要 

土の粒径 [mm] 0.3~0.8 

土の安息角 [°] 35 

錘の寸法 [mm] 65.75×100.00×50.00 

錘の水中重量 [kgf] 1.12, 0.74 の 2 パターン 

曳航速度 [cm/s] 8.06, 3.66 の 2 パターン 

 

 

図 3-9 実験装置 
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図 3-10 土の安息角 

 

これらを用いて、錘を引っ張った際の張力を測定する実験を行った。その結果が図 3-11

である。錘の重量や向き、錘を引っ張る速度等を変えながら、9 回の実験を行った。青

い線は計測された張力、赤い線は錘が動き出した後の計測張力の平均値、青い線は錘に

働く静止摩擦力の理論値、緑の線は錘が動き出した後の張力の理論値を示している。 

ここで、静止摩擦力の理論値（黒い線）は、錘の水中重量に tan35°=0.70 を乗じるこ

とで算出した。また、錘が動き出した後の張力の理論値（緑の線）は、錘に働く動摩擦

力・流体力・錘前面に溜まる土による土圧の和から算出した。 

動摩擦係数は、錘が動き出す瞬間の発生張力（静止摩擦力）と動き出した後の発生張力

の最小値との比率から、静止摩擦係数の約 0.75 倍の 0.53 とした。なおこの際、錘前面

に溜まった土による実質的な錘の重量の増加も考慮している。錘前面に溜まる土の重量

は図 3-12 のように考えた。 

流体力は、抗力係数を 1.2 として 2.4.2 節で説明した潮流力の式より算出した。 

錘前面に溜まる土による土圧は、ランキン土圧式（式(3-7)）より算出した 30。 

2

2
0

0

HK
P


        (3-7) 

P0：高さ H の壁体に働く単位幅当たりの土圧，γ=1.56：土の水中単位体積重量 [kg/m
3
]， 

K0=0.5（ゆるい砂と密な砂の中間値）：静止土圧係数 
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図 3-11 実験結果 
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図 3-12 錘前面に溜まると想定される土 

 

図 3-11 の結果で張力が大きくぶれているのは、錘の前面に溜まった土の量が随時変

化することに起因している。 

まず重力式アンカーの強度、つまり把駐力となる静止摩擦力については、理論値と実

験値との間の差を理論値で割った値について、平均と標準偏差を算出した。その結果は、

平均が 0.16、標準偏差が 0.27 となり、正規分布を仮定すると理論値を下回る確率は 28%

である。つまり、重力式アンカーが引き摺られないための把駐力（強度）が、その設計

把駐力（強度）より低くなる確率自体は低くないことがわかった。 

しかし、実際に浮体が重力式アンカーを伴って漂流するためには、漂流過程でアンカ

ーをずっと引き摺っていく必要があり、つまりなんらかの理由により途中でアンカーの

把駐力が上昇した場合は、浮体は漂流を止めるということになり、連鎖漂流事故へは発

展しない。つまり、重力式アンカーが動き始めた後の把駐力についても考える必要があ

る。 

そこで、錘が動き出した後の動摩擦力についてその実験値の平均（図 3-11 の赤い線）

と、静止摩擦力の理論値との差を求め、それを先程と同様に静止摩擦力の理論値で割っ

た値を算出した。その結果、その値の平均は 0.41、標準偏差は 0.16 となった。つまり、

錘が動き始めた後は、のように錘の前面に大量に溜まる土等の影響により、約 1.4 倍に

把駐力が上昇するということになる。この上昇割合について正規分布を仮定すると、引

き摺られ始めた後の把駐力が設計把駐力を下回る確率は 5.2%という結果となる。 

さらに、ここでは錘が動き出した後の張力の平均値を用いたが、図 3-11 の結果を見て

も分かるように、実際は前面の土の量が変動することでその平均値まわりで張力も変動

している。先程も述べたように、動き始めた後に一度でもアンカーの把駐力が大きく上

昇すれば浮体の漂流は止まるため、その張力の最大値が実質のアンカー把駐力、つまり

強度と言える。それも考慮すると、引き摺られ始めた後の把駐力が設計把駐力を下回る

確率は 5.2%よりもさらに低いと言える。 
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図 3-13 曳航過程で錘の前面に溜まる土 

 

 以上の結果と考察より、重力式アンカーを実際に用いた際の強度が設計強度を下回る

ようなことは非常に起こりづらいと考えられる。さらに、3.1 節で作成したチェーン係

留索の強度モデルの場合は逆に、摩耗により設計強度を上回るようなことは非常に起こ

りにくい。これを考慮すると、重力式アンカー引き摺りの、Spar 型風車の漂流事故への

影響は、係留索の破断に比べると無視できるほど小さいと考えられる。この結果を踏ま

えて本研究では、「チェーン係留索は破断しないが重力式アンカーを引き摺ることによる

浮体の漂流現象」は考慮しないこととし、浮体の漂流現象はチェーン係留索の破断によ

ってのみ発生するとみなすことで、ウインドファームにおける Spar 型風車の連鎖漂流

事故リスクの算出を行うこととした。なおこれは、海洋構造物の漂流原因のほとんどが

係留索の破断でありアンカー引き抜け等ではないという実際の事故原因にも即した考え

方となった。 
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第4章 連鎖漂流事故リスク 

 本研究では、浮体式風車を用いたウインドファームでの連鎖漂流事故リスク（Risk）

を「供用期間での風車の漂流期待基数」と定義し、式(4-1)で表す。 

   





M

m

T

vi dtdvdtvPtvPmtvNmtvPRisk
1

0 0

2

0
,,),,();,,();,,(



 
(4-1) 

Pi：初期漂流確率，N：連鎖漂流浮体数 [基]，Pv：風速発現確率，Pθ：風向発現確率， 

v：風速 [m/s]，θ：風向 [rad]，m：浮体(風車)番号，M：浮体(風車)数 ，T：供用年数[year] 

 

初期漂流確率 Pi とは、ある海象条件のもとで、ある Spar 型風車が漂流を始めてしまう

確率である。 

連鎖漂流浮体数 N とは、ある海象条件のもとで、漂流を開始してしまった風車（浮体）

が他の何基の健全な（未漂流の）風車を巻き込んでしまい、最終的に何基の漂流事故と

なるかという基数である。 

風速発現確率 Pv と風向発現確率 f は、その名の通りある風速と風向の発現確率であり、

第 2 章の海象条件設定の際も述べたように、本研究では風を海象条件の決定要因とする

ため、これらをある海象条件の発現確率とみなす。 

これらを掛け合わせて、全浮体、全風速・風向、全供用期間について総和をとったもの

を、本研究ではウインドファームでの連鎖漂流事故リスクと定義する。 

 

 しかし、この式で定義されるリスクを厳密に算出することは困難ないし不可能である

ので、随時簡略化および近似を行う必要がある。そのために設定した前提条件は以下の

通りである。 

 風速は、1m/s 単位で離散的に 100m/s までの計算を行う。Pi・Pv のみ風速の影響を

考慮し、N・Pθは風速に因らないとする。 

 風向は、1 度単位で離散的に考え、Pi・N・Pθ のみ風向の影響を考慮し、Pv は風向

に因らないとする。 

 時間については、1 年単位で離散的に考え、Pi のみ時間の影響を考慮し、N・Pv・Pθ

は時間に因らないとする。 

 どの浮体も、時間経過により等しく係留系の強度が低下していくとする。 

 ひとつの海象を決定づけるパラメータは 10 分平均風速と風向とする。よって、そ

の海象の発現確率も 10 分平均風速の発現確率と風向の発現確率の積で定義する。

また、時間を 1 年単位で区切って考えるため、海象の「発現確率」というよりも、

1 年間での海象の「発現期待値」と考える 
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 風速に関しては、日本での過去最大の 10 分平均風速が 69.8m/s、世界での過去最大 5

分平均風速が 84m/s であるため 19、100m/s 程度を上限値とすれば十分と判断した。 

なお、Pi・N・Pv・Pθの各決定要因の簡略化については 4.1 – 4.4 節で詳しく述べる。 

 

以上の前提条件から、式(4-1)を簡略化し式(4-2)によって、本研究で想定するウインド

ファームでの連鎖漂流事故リスク Risk を算出する。 
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1

;,,
t m v

vi PvPmNtvPRisk


    (4-2) 

θ：風向 [°] ，Pv：風速発現期待値 

 

4.1 初期漂流確率 Pi 

 初期漂流確率 Pi は、ある浮体が、ある海象条件のもとで漂流を開始してしまう確率で

ある。本研究では海象状態を決定づけるパラメータとして 10 分平均風速と風向を用い

るため、初期漂流確率 Pi は、ある平均風速、ある風向の風が 10 分間吹いた場合に、係

留されている浮体が漂流を開始してしまう確率、を意味している。ここで、本研究では

ひとつの海象状態はウインドファーム内のどの位置でも変わらないとするということと、

全ての浮体について同一の係留系強度モデルを用いるということから、初期漂流確率 Pi

についてはどの浮体かという影響は考慮しないこととした。 

つまり、 

 どの程度の風速か（どれぐらい過酷な海象条件か） 

 どの方向に風が吹いているか 

 何年目の係留系強度低下状態か（何年目の係留系強度モデルか） 

というそれぞれ v, θ, t を決定要因とする。ここで風向 θ については、4.4 節で説明する

想定海域での風向頻度分布データに合わせて 22.5°おきの 16 方向について検証する。 

 

 この初期漂流確率 Pi を算出するにあたり、「4 本のうち 1 本でも係留策が破断すると、

浮体は漂流を開始する」ということを前提とする。これは、本研究で想定している係留

系の場合、係留索が 4 本と尐ないため、そのうちの 1 本が破断してしまうと残りの 3 本

では浮体を支えきれずに浮体は漂流を開始してしまうと考えられるためである。 

例えば次の 2 パターンの係留系の角度・風向の組み合わせを考える（図 4-1）。まず(a)

の場合、左側（風上側）の最も過酷な係留索が破断した場合、その後は実質上下の 2 本

の係留索で浮体を支えなければならない（図 4-2）。その場合、図 2-20 が示すようにこ

のチェーン係留索 1 本が破断しない限界の水平方向変位は約 9m であるため、上下の 2

本の係留系が浮体に及ぼす、風・波荷重を支えるための係留力は、最大でも係留索 1 本

の破断荷重の 0.41 倍程度である（式(4-4)）。風上側の係留索が破断してしまうほど大き
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な風・波荷重が発生している海象条件下では、この程度の係留力では上下の係留索も破

断してしまうと考えられる。その後は、1 本だけになった右側の係留策では浮体はほぼ

支えきれない。次に(b)の場合、風上側にほぼ同じ張力が発生する 2 本の係留索が存在す

るため、(a)に比べて 1 本の係留索が破断してしまうという事象は起こりにくいが、もし

この 2 本の係留索のどちらかが破断してしまうような場合には、かなりの確率でもう片

方の係留索も破断してしまうと考えられる。そうなってしまうと、残った 2 本の係留策

だけでは浮体を支えきれないと考えられる。 

 
41.02

9416

4169416 22





     (4-3) 

 

 

図 4-1 風向と係留系角度 

 

 

図 4-2 係留索が 1 本破断した後の実質の係留系 

 

また、漂流シミュレーターで計算を行ったところ、(a)の係留角度で、係留索が全て設計

強度を持っているとした場合、図 4-3，図 4-4 が示すように平均風速 64m/s 以下では係

留策は 1 本も破断せず、65m/s 以上では全ての係留索が破断して浮体が漂流を開始する

結果となり、1 本が破断しても残りの係留索で支えて漂流しないという結果は見られな

かった。 

以上のことから、「4 本のうち 1 本でも係留策が破断すると、浮体は漂流を開始する」と

いう前提条件を設定しても問題はないと考え、この前提のもと初期漂流確率 Pi の算出を

行った。 
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図 4-3 平均風速 64m/s での浮体の x 座標（初期値 x=100 [m]） 

 

 

図 4-4 平均風速 65m/s での浮体の x 座標（初期値 x=100 [m]） 

 

 

 初期漂流確率の算出方法を以下に簡単に記す。 

1. 漂流シミュレーターを用いて、ある平均風速において、最も風上側の過酷な係留索

に発生している張力を計算する。 

2. 1.の結果から、風上側の係留索に発生する張力の波の周期、およびそのひとつひと

つの張力の波の中での張力極大値の頻度分布を求める。 

3. 2.で求めた張力極大値の頻度分布が Weibull 分布に従うとして、そのパラメータを

求め、張力極大値の確率密度関数を推定する。 
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4. 3.の結果と、3.1 節で述べた係留索強度確率モデルから、ある平均風速が 10 分間継

続した場合に係留索が破断してしまう、つまり浮体が漂流を開始してしまう確率を

算出する。 

 

ここではまず風向と係留系角度の関係が図 4-1(a)の場合について計算を行う。 

1.では、第 2 章で説明した漂流シミュレーターを用いて最も張力が発生している係留

索の張力を見る。これを風速 1～100m/s について行う。その結果の一部が以下の図 4-5，

図 4-6 である。ここで表示している破断張力とは設計強度そのものの値であり、係留索

が摩耗などをしていない健全な状態での値である。平均風速 50m/s の場合はこの破断張

力を超えるような張力は係留索には発生していないが、平均風速 100m/s の場合では何

度も発生している。この破断張力を超えるような張力が、ウインドファームの供用期間

において一度でも発生してしまうと、係留索は破断し、浮体は漂流してしまう。 

 

 

図 4-5 平均風速 50m/s にて風上側係留索に発生している張力 
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図 4-6 平均風速 100m/s にて風上側係留索に発生している張力 

 

 次に、上で計算した係留索発生張力をひとつひとつの波と捉える。そして、そのひと

つひとつの張力の波の周期を記録するとともに、ひとつひとつの波における発生張力の

最大値、つまり張力の極大値を記録し、その頻度分布を求める（図 4-7）。ここで記録す

る張力の周期は、その発生張力における係留系の固有周期を意味している。そのため、

図 2-24 からもわかるように、低風速の場合は周期が長く 60s 程度であり、風速が高く

なるにつれて 30s 弱程度まで短くなっていく（図 4-8）。そして、平均風速 100m/s の時

の張力極大値の頻度分布を示しているのが図 4-9 である。 

こうして求めた張力極大値の頻度分布は、風速の発生頻度分布と同様に Weibull 分布、

その中でも形状パラメータを 2 とした Rayleigh 分布に従うと考えられる。これらの

Weibull 分布・Rayleigh 分布については 4.3 節にて詳しく述べることとする。これより、

平均風速 100m/s の時の発生張力が従う Rayleigh 分布はパラメータ θ=125.99，さらに x

軸方向に 556.89 平行移動させた分布であることがわかった。同様の作業を風速 1～

100m/s について行う。その結果をまとめたのが表 4-1，図 4-10 である。 
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図 4-7 張力周期と張力極大値 

 

図 4-8 平均風速と張力周期 

 

図 4-9 張力極大値の発生頻度分布 
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表 4-1 各風速での Rayleigh パラメータ θ と平行移動量 

風速 [m/s] Rayleigh パラメータ θ 平行移動量 [tf] 

10 0.94 154.36 

20 3.14 163.14 

30 8.84 179.05 

40 16.28 202.86 

50 26.09 237.44 

60 39.31 278.77 

70 55.89 334.65 

80 86.25 397.26 

90 99.69 467.64 

100 125.99 556.89 

 

 

図 4-10 各風速での張力頻度分布 

 

 最後に、こうして求めた張力極大値の確率分布と、係留系強度の確率モデルから、あ

る平均風速が 10 分間継続した場合の浮体の漂流確率を算出する。まず、3.1 節で述べた

チェーン係留索強度確率モデルより、t+1 年目（t 年経過後）の摩耗状態のチェーン係留

索の場合、係留索の破断張力 BTall の確率分布 f(x,t)は式(3-6)で表される。ここで、1 年

目の係留索破断張力は一律で設計破断強度 1061.8tf とみなした。これを用いて、以下の

式(4-5)により、風向と係留系の角度が図 4-1(a)の時（0°の時）の、平均風速 v [m/s]の

海象が 10 分間継続した場合に風上側のチェーン係留索が一本破断し浮体が漂流を開始
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してしまう確率 Pa(v,t)が求められる。また、例として 20 年目の初期漂流確率 Pa(v,19)

をに示す。 

       

     0,t,

19,,2,1,,,

8.1061

0







 


 

tdyvygvP

tdxdytxfvygtvP

a

x
a

　　　　　　

　　 
  (4-4) 

g(y,v)：風上側の係留索にする発生する張力極大値の確率分布 

 

 

図 4-11 20 年目における各 10 分平均風速での初期漂流確率 

 

以上と同様の方法で、風向と係留系の角度が図 4-1(b)の時（45°の時）の漂流確率

Pb(v,t)、および風向と係留系の角度が図 4-1(a)と(b)のちょうど中間（22.5°）の時の漂

流確率 Pc(v,t)も算出する。4.5 節で述べる想定海域での風向頻度分布において、風向が

西・南・東・北の場合、初期漂流確率は Pa(v,t)、風向が南西・南東・北東・北西の場合、

初期漂流確率は Pb(v,t)、風向がそれ以外の場合は初期漂流確率は Pc(v,t)である。これら

より、本研究で定義する初期漂流確率 Pi(v,θ,t)が式(4-6)と求まる。 
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4.2 連鎖漂流浮体数 N 

 連鎖漂流浮体数Nは、漂流を始めた浮体が流れ始めた方向に何基の健全な（未漂流の）

浮体が存在するか、という考え方のもと算出した。具体的には、ある浮体 m が θ 方向に

漂流し始めた場合、その漂流角度 θ が別の浮体 m’と直接衝突、もしくは浮体 m’の係留

索に引っ掛かる範囲かどうか（図 4-12）、という計算を全ての浮体 m=1～50、漂流角度

θ=1～360 [°]について行う。 

この際、衝突および係留引っ掛かりの判定に用いるそれぞれの半径については、衝突半

径は Spar 型風車の浮体部分の直径 15m とし、係留引っ掛かり半径は、チェーン係留索

の初期状態において浮体が引っ掛かり得る部分（図 2-9 の赤線部分）の水平方向長さ

53.795m とする。 

 

 

図 4-12 連鎖漂流浮体数の考え方 

 

なお、この際に以下のことを前提に置いて簡略化を行っている。 

 浮体 m が浮体 m’と衝突ないし係留索に引っ掛かった場合、m’も漂流を開始する。 

 浮体 m が浮体 m’を漂流させた場合、その後の m’の漂流方向は浮体 m の連鎖漂流浮

体数に影響しない。 

 

まず 1 つめの前提についてだが、実際は、低風速の場合は、漂流してきた浮体が未漂

流浮体と衝突ないし係留に引っ掛かった場合、連鎖漂流事故へと発展せずに、むしろ漂

流浮体がそこで止まるといった現象も起こり得る（図 4-13）。ここで、青い点が浮体、

黒いラインが係留索を表している。漂流シミュレーターを用いた結果では、風速 30m/s

以下の風速域についてはこのような現象が見られる場合もあった。 
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図 4-13 浮体同士が衝突するも連鎖漂流事故へと発展しない様子 

 

しかし、浮体の漂流が起こるような海象状態というのは、もし漂流を開始した浮体の

係留索の強度が他の係留索に比べ大きく低下していたとしても、ある程度過酷な（高風

速な）海象である。そのような海象のもと、未漂流の浮体に漂流浮体が衝突してきた場

合、未漂流浮体の係留索は 2 基分の浮体を支えなければならず、かなり高い確率で連鎖

漂流事故へと発展すると考えられる。このことを定量的に検証する。 

仮に本研究で想定するウインドファーム・係留系において、係留索強度のばらつきが

最も大きい 20 年目であっても、その標準偏差 ζ は第 3 章で述べたように設計破断張力

の約 5.75 [%]である。日本では海洋構造物の係留系は安全率 3.0 で設計されるため、暴

風時に浮体 1 基にかかる荷重は設計破断張力の 33%、つまり約 6ζ であり、例え浮体に

かかる荷重が暴風時の半分程度の海象であっても約 3ζ である。つまり、2 基分の浮体を

支えるということはそれだけ係留索にとって過酷な状態であり、ある 2 つの係留索（こ

の場合、漂流を開始した浮体 m の係留索と衝突された浮体 m’の係留索）の強度が 6ζ お

よび 3ζ も違う場合にのみ、漂流浮体が係留浮体との衝突後に停止するという現象が起

こる。この可能性はそれぞれ約 0.00221%と約 3.39%である。 

ここで、この 2 つの値の算出方法を簡単に示す。厳密にはチェーン係留索の破断張力は

各鎖環の破断張力の最小値となるが（3.1 節）、簡易的にチェーン係留索の破断張力が正

規分布  ,N に従うとする。ここで、μ は 20 年目の係留強度モデルでの平均破断張力、

ζ はその時の破断張力の標準偏差である。この時、この分布に従う 2 つのチェーン係留
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索の破断張力 X, Y の差 X – Y は、正規分布の再生性から、正規分布  2,0N に従う。

この時、｜X – Y｜が 6ζ および 3ζ よりも大きくなる確率はそれぞれ、0.00221%と 3.39%

となる。 

つまり、漂流浮体が係留浮体との衝突後に停止し、連鎖漂流事故へと発展しないという

事象の起こる確率は約 3%以下程度であると言える。 

 また、初期漂流確率への影響度から考えても、30m/s 以下の風速域による浮体の初期

漂流確率への寄与率は、最も大きくなる 20 年目の係留強度モデルにおいても 0.027%と

とても小さいものであった。 

これらの結果から、1 つめの前提条件を設定しても、ウインドファームにおける連鎖

漂流事故リスクの算出において特に問題はないと考えられる。つまり、風速や時間（係

留索の摩耗状態）に因らず連鎖漂流浮体数 N を算出する。 

 次に 2 つめの前提についてだが、浮体 m と m’が衝突して連鎖漂流事故が起きた場合、

浮体 m と m’はほぼ同じ位置からほぼ同じ方向に漂流していく（図 4-14）。そのため、

浮体 m’が漂流ののちに衝突するような他の浮体 m’’とは、浮体 m も衝突すると考えられ

るため、浮体 m の連鎖漂流浮体数を算出する際に、順次漂流していく m’、m’’、m’’’、・・・

の影響は考慮しなくてもそれほど問題はないと言える。 
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図 4-14 衝突後の浮体の漂流方向 

 

 以上のような考え方から設定した前提条件より、本研究では連鎖漂流浮体数 N の算出

において風速および時間の影響は考慮せずに、どの浮体が漂流を始めたのか（浮体番号

m）、および浮体 m がどの方向（角度 θ）に漂流しているのかによって決定される。 

 この計算結果を以下に述べる。まず、各漂流方向 θ（θ=1,2,…,360 [°]）の発生確率 Pθ

を一様に 1 / 360 とした時、北の方角を上として、左から x 列目、下から y 行目の浮体

が漂流を開始した場合の衝突基数および係留引っ掛かり基数は以下の図 4-16，図 4-17

となる。 

また、漂流方向 θ の発生確率に 4-4 節で述べる想定海域での風向頻度分布（図 4-28）

を考慮して重み付けを行った場合、衝突基数と係留引っ掛かり基数はそれぞれ図 4-18，

図 4-19 となる。 

 

 

図 4-15 浮体番号の設定 
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図 4-16 浮体位置と衝突基数 

 

図 4-17 浮体位置と係留引っ掛かり基

数

 

 

図 4-18 風向頻度分布を考慮した場合

の浮体位置と衝突基数 

 

図 4-19 風向頻度分布を考慮した場合

の浮体位置と係留引っ掛かり基数 

 

これらの図を見比べると分かるように、風向頻度分布で重み付けを行ったほうが小さな

値となっている。これは、ウインドファーム内の風車の配置が、主風向である南北方向

に対して垂直方向（東西方向）に薄く長い配置となっているためである。 

 上では各浮体についての衝突基数・係留引っ掛かり基数についての結果を述べたが、

次に各漂流方向についての衝突基数・係留引っ掛かり基数の結果（全浮体での平均値）

について示したのが図 4-20～図 4-23 である。先程と同様に、図 4-20，図 4-21 が漂

流方向 θ の発生確率を一様にとった場合、図 4-22，図 4-23 が想定海域での風向頻度分

布を考慮して重み付けを行った場合である。 
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図 4-20 漂流方向と衝突基数 

 

図 4-21 漂流方向と係留引っ掛かり基

数 

 

 

図 4-22 風向頻度分布を考慮した場合

の漂流方向と衝突基数 

 

図 4-23 風向頻度分布を考慮した場合

の漂流方向と係留引っ掛かり基数 

 

 以上の結果を、全浮体・全漂流方向について平均値と、浮体についての標準偏差をと

ってまとめたのが表 4-2 である。 

 

表 4-2 平均衝突基数と平均係留引っ掛かり基数 

 衝突基数 衝突基数 

（重み付け） 

係留引っ掛かり基数 係留引っ掛かり基数

（重み付け） 

平均値 0.161 0.128 0.459 0.367 

標準偏差 0.014 0.021 0.056 0.062 
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 この 4.2 節の初めに述べた 2 つの前提条件から、本研究で定義する連鎖漂流浮体数 N

の算出には係留引っ掛かり基数を用い、係留引っ掛かり基数に初期漂流浮体、つまり浮

体 m 自身を加えることで算出する（式(4-7)）。 

    1;  係留引っ掛かり基数mN    (4-6) 

 

4.3 風速発現期待値 Pv
19

 

 風速発現期待値 Pv は、ある 1 年間で 10 分平均風速 v [m/s]の風が何回発生するかとい

う期待値である。1 年間を 10 分単位で区切り、そのそれぞれの 10 分間について 10 分

平均風速の発生頻度分布をあてはめ、最終的に 1 年間で風速 v [m/s]が何回発生するかを

考えているため、これを全風速について総和をとると 52560 回となる（式(4-8)）。 

  52560365241060
100

1




日時間分分
v

vP   (4-7) 

また、風向による風速頻度分布の相違といった非常に細かいデータは尐ないことから風

向の影響は考慮しないこととした。また、本研究のリスク算出では時間を 1 年ごとに区

切って考えているため、季節等の影響は考慮せず、各年での風速の頻度分布は変わらな

いとみなすことで時間の影響は考慮しないことした。 

 

 ここで、各 10 分間にあてはめる 10 分平均風速の頻度分布は、Weibull 分布（図 4-24）

が主に用いられる。その中でも、日本近海の場合は Weibull 分布における形状パラメー

タ k=2 とした場合の確率分布である Rayleigh 分布が適している（図 4-25）。 
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x

c

x

c

k
xf exp

1

     (4-8) 

k：Weibull 分布の形状パラメータ，c：Weibull 分布の尺度パラメータ 
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図 4-24 Weibull 分布 
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xf       (4-9) 

θ：Rayleigh 分布のパラメータ， 

 

 

図 4-25 想定海域での風速 Weibull 分布の形状パラメータ32
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Rayleigh 分布のパラメータ θ は、2.2.1 節と同様に、独立行政法人海洋技術安全研究

所のデータベースによる、想定海域（銚子沖）を含む 30’ × 30’の海域での風観測データ

から算出する（図 4-26）。結果、θ=6.521 という値が得られた。これは、年平均風速に

換算すると、8.17m/s である。 

 

 

図 4-26 想定海域での 10 分平均風速発生頻度分布 

 

 しかし、風速の観測値はほとんどが 30m/s 以下の風速域であり、この範囲でのデータ

をもとに求めた 10 分平均風速の確率分布を、40m/s 以上のような高風速域においても

そのまま用いてよいのかという問題がある。特に、本研究では浮体式風車の漂流といっ

た高風速の海象で起こると考えられる事故について考えるため、高風速の発生確率につ

いては厳密に考慮する必要がある。そこで、高風速域の確率分布については、極値統計

の考え方を用いる。 

極値統計理論の考え方を簡単に説明すると、母集団から n 個の標本値を抽出し、極値（最

大値あるいは最小値）を求める作業を同一母集団に対して繰り返すことによって得られ

る極値も確率変数である。この確率変数の分布は元の母集団の分布形と標本数に依存す

る。ここで、標本数 n が大きいときの極値分布に極限形あるいは漸近形が存在する場合

には、極値の漸近理論によって、母集団の分布形から確率密度関数や累積分布関数を求

めることができる。この理論においては、極値分布の漸近形は母集団分布の裾部分の形

状に大きく依存する。 

つまり言い換えると、極値分布の漸近形として適切なものを用いると、母集団（ここで

は 10 分平均風速）分布の裾部分（高風速域）の適切な形状を求めることができるとい
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うことである。 

 そこで、本研究では 10 分平均風速の極値として年最大風速（年最大 10 分平均風速）

を用いる。年最大風速の累積分布関数の漸近形については、日本の気象官署の観測資料

に適用した結果33では I 型漸近形が適合する割合が 80%以上となっており、実際の解析

においても I 型が多くの場合用いられている。これより、本研究においても年最大風速

の確率分布の漸近形として I 型漸近形を用いる。 

ここで、I 型漸近形とは、二重指数型の確率分布であり、元の母集団（ここでは 10 分平

均風速）の確率変数が指数分布に従う場合に、最大値（ここでは年最大風速）分布はこ

の I 型漸近形の二重指数分布（Gumbel 分布ともいわれる）となる。すなわち、母集団

の確率変数 X の確率密度関数 fX(x)と累積分布関数 FX(x)が次のようになる時、 

  0  xexf x
X 　　      (4-10) 

  01   xexF x
X 　　

     (4-11) 

λ：指数分布のパラメータ（定数） 

 

この分布において n個の標本の最大値 Ynの確率密度関数 fYn(y)と累積分布関数 FYn(y)は、

n が大きいときには次のようになる。 

   yy
Y neenyf

n

   exp     (4-12) 

   y
Y neyF

n

 exp      (4-13) 

 

ここで、本研究の場合、X が 10 分平均風速、Yn が年最大 10 分平均風速、n=52560 で

ある。 

以上より、想定海域である銚子沖での年最大風速 Yn の頻度分布がわかれば、10 分平均

風速の裾部分（高風速域）の確率分布（指数分布）のパラメータ λ が求まり、裾部分の

形状を求めることができる。 

 そこで、想定海域での年最大風速の頻度分布については、再現期間の考え方を用いる。 

再現期間とは、ある異常な気象が何年に一度起こるかを示す期間のことであり、年最大

風速 UT 以上の強風が平均して T 年に一度の割合で起こることが期待される場合、この T

年を風速 UT の再現期間、UT を T 年再現期待値と呼ぶ。年最大風速がある値 UT を超えな

い確率は FYn(UT)となるので、再現期間は式(4-15)で表される。 

 TY UF
T

n



1

1
      (4-14) 
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ここで、想定海域である銚子での再現期間 50 年の年最大風速は 52.4m/s という統計値

が得られている34。これより、式(4-16)が得られ、 

  98.04.52 
nYF        (4-15) 

これを式(4-15)に代入すると、 

  98.052560exp 4.52   e      (4-16) 

これより、式(4-18)が得られる。 

 

2819.0

52560

98.0ln
ln

4.52

1










 


     (4-17) 

以上より、10 分平均風速の頻度分布の裾部分（高風速域）は指数分布であると考えられ、

そのパラメータ λ は、想定海域では 0.2819 であるという結果が得られた。 

 次の問題は、風速が何 m/s 以上の範囲の発生確率に λ=0.2819 の指数分布をあてはめ

るかである。これについては、θ=6.521 の Rayleigh 分布の値と λ=0.2819 の指数分布の

値がほぼ等しくなるような風速 v の値を求め、その風速 v において 2 つの分布を結合す

ることで、比較的滑らかな 10 分平均風速の確率密度関数を求めることとした。 

ここで、式(4-19)を満たす x のうち値の大きいほうは約 26.5m/s である。 

 xxx












 exp

2
exp

2

2

2
     (4-18) 

θ=6.521，λ=0.2819 

 

 以上の結果より、想定海域での 10 分平均風速の頻度分布 f(v)（v=1,2,…,100）は、風

速 v=1,2,…,26 [m/s]については風速観測データから求めた θ=6.521 のRayleigh 分布とし、

風速 v=27,28,…,100 [m/s]については λ=0.2819 の指数分布とした。ここで、この場合全

風速における確率密度の総和が 1 とならず確率密度関数の必要条件を満たさないため

（式(4-20)）、各風速における確率密度を 1 / 0.99835 倍したものを真の確率密度関数 f(v)

とした（式(4-21)，図 4-27）。 
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 (4-20) 

θ=6.521：Rayleigh 分布のパラメータ，λ=0.2819：指数分布のパラメータ 
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図 4-27 10 分平均風速の確率密度関数 

 

 このようにして求めた 10 分平均風速の確率密度関数から、本研究で定義する 1 年間

の風速発現期待値 Pv(v)は、1 年間における 10 分間の個数 52650 と f(v)の積で求まる（式

(4-22)，表 4-3）。 
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表 4-3 風速発現期待値 Pv 

風速 [m/s] 風速発現期待値 Pv 

10 3.82×10
3 

20 2.25×10
2
 

25 1.99×10
1 

30 3.15×10
0 

40 1.88×10
-1

 

50 1.12×10
-2

 

60 6.70×10
-4

 

70 4.00×10
-5

 

80 2.38×10
-6

 

90 1.42×10
-7

 

100 8.49×10
-9

 

 

4.4 風向発現確率 Pθ 

 風向発現確率 Pθ は、想定海域での風観測データによる風向頻度分布から算出した（表 

4-4，図 4-28）。 

 Pθは実際には風速および季節等の時間による影響を受けると考えられる。しかし、Pv

の場合と同様に、風速による風向頻度分布の相違といった細かいデータは尐ないことか

ら風速の影響は考慮しないこととした。同様に、各年での風向頻度分布は変化しないと

みなすことで時間の影響は考慮しないこととし、簡略化を行っている。 

 表 4-4，図 4-28 の結果を用いて、風向 θ（θ=1,2,…,360）[°]の発現確率 Pθ は式(4-23)

と算出した。ここで、風向 θ=90,180,270,360 [°]はそれぞれ南、東、北、西からの風を

表す。 
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表 4-4 想定海域での風向頻度分布 

風向 W WSW SW SSW S SSE SE ESE 

発現 

頻度[%] 

2.0 2.4 3.1 8.8 8.9 6.6 5.2 4.7 

 

風向 E ENE NE NNE N NNW NW WNW 

発現 

頻度[%] 

5.5 6.7 8.4 9.5 6.4 9.5 8.4 3.6 

 

 

図 4-28 想定海域での風向頻度分布 
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4.5 連鎖漂流事故リスク算出結果 

 以上の結果と考え方を用いて、本研究で想定するウインドファームにおける Spar 型

風車の連鎖漂流事故リスクを算出した結果が 

表 4-5 である。供用期間 20 年の 1 つのウインドファームでは、漂流する Spar 型風車の

期待値は約 0.0001 基であり、1 基あたりの漂流確率に換算すると約 0.0003%であると

いう結果が得られた。この値は栗本(2008)での値 2.75×10
-8基（50 基のウインドファー

ムに換算した値）と比較すると、約 10000 倍大きい結果である。このリスクが大きくな

るという結果は、1.4 節で述べた栗本(2008)におけるリスク算出方法の改良点から考察

すると、妥当な結果である。 

 また、供用期間 20 年における各年目でのウインドファームにおける連鎖漂流事故リ

スク Rt は図 4-29 に示す結果となった。係留索の摩耗を考慮することで、1 年目と 20

年目では連鎖漂流事故リスクが約 20000 倍になっていることが分かる。 

 

表 4-5 供用年数 20 年間での連鎖漂流事故リスク Risk 

ウインドファームでの連鎖漂流事故リスク [基] 1.55 × 10
-4 

風車 1 基あたりの平均漂流確率 3.10 × 10
-6 

 

 

図 4-29 t 年目での連鎖漂流事故リスク 

 

表 4-5 の結果から、安全率 3.0 で係留系の設計を行った場合、ウインドファームにお

ける連鎖漂流事故リスク Risk は非常に小さな値であり、かなり安全性が高いということ

が言える。そこで、同様の算出方法で、係留系の設計安全性をより低い値とした場合の

Risk と 1 基あたりの漂流確率も求めた。その結果を表 4-6，図 4-30 に示す。この結果
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から、安全率を 0.5 小さく設定すると Risk が約 10 倍強となっていき、安全率を 1.5 ま

で下げてしまうと 20 年間で 1 基あたり約 2%の確率で漂流し、ウインドファーム全体で

約 1 基の風車が漂流してしまうということが分かる。 

 

表 4-6 各安全率での Risk 

安全率 Risk [基] 1 基あたりの漂流確率 

3.0 1.55 × 10
-4

 3.10 × 10
-6

 

2.5 2.40 × 10
-3

 4.79 × 10
-5

 

2.0 3.52 × 10
-2

 7.05 × 10
-4

 

1.5 1.01 × 10
0
 2.03 × 10

-2
 

 

 

図 4-30 各安全率での Risk 

 

また、Spar 型風車を用いたウインドファームの実現を考えた時、供用年数 20 年の間、

係留索をそのままにしておくのではなく、補修・交換を行うことも考えられる。そこで、

供用年数 20 年間のちょうど半分となる 10年が経過した時点でチェーン係留索を全て新

品と交換した場合についても Risk を算出した。その結果が以下の表 4-7 である。交換

を行わない場合と比較して Risk が約 1/10 程度に下がることが分かった。 

 

表 4-7 10 年で係留索を交換した場合の Risk 

安全率 Risk [基] 1 基あたりの漂流確率 

3.0 3.03 × 10
-6

 6.06 × 10
-8

 

2.5 1.05 × 10
-4

 2.10 × 10
-6

 

2.0 3.30 × 10
-3

 6.60 × 10
-5

 

1.5 1.07 × 10
-1

 2.13 × 10
-3

 



72 

 

 

また、ここで用いた係留系強度モデルは、あまり多くない係留索摩耗データから作成

したモデルである。そこで、係留索の摩耗現象について悲観的に想定し、摩耗速度とそ

のばらつきを 1.5 倍として考えた場合の係留系強度モデルを用いた場合の連鎖漂流事故

リスクについても算出した。その結果が表 4-8 である。なお、この時のチェーン係留索

各鎖環の t+1 年目の切断荷重の平均μt と標準偏差σt は式(4-24)である。 

 
t

t

t

t

5.1003027.08.1061

5.100894.018.1061








     (4-23) 

 

表 4-8 摩耗速度 1.5 倍の場合の Risk 

安全率 Risk [基] 1 基あたりの漂流確率 

係留索交換なし 10 年で交換 係留索交換なし 10 年で交換 

3.0 2.49 × 10
0
 2.06 × 10

-5
 4.99 × 10

-2
 4.12 × 10

-7
 

2.5 8.41 × 10
0
 3.93 × 10

-4
 1.68 × 10

-1
 7.85 × 10

-6
 

2.0 3.99 × 10
1
 9.66 × 10

-3
 7.98 × 10

-1
 1.93 × 10

-4
 

1.5 ― 2.65 × 10
-1

 ― 5.30 × 10
-3

 

 

表中で「―」としているのは、1 基あたりの漂流確率が 1 に限りなく近く（99.997%）、

ウインドファームでの連鎖漂流事故リスク Risk が 50 に限りなく近いということを意味

する。この結果より、係留索の摩耗について悲観的に想定し 1.5 倍の摩耗速度とそのば

らつきで考えた場合は、安全率 1.5 以下ではほぼ全ての風車が漂流してしまい、安全率

3.0 でも 1 基あたり約 5%と高い漂流確率となることがわかった。しかし、この場合は係

留索の交換を行うことでかなり Risk を下げることができ、10 年目に係留索の交換を行

うことで、Risk を約 1/10000 程度に抑えることができる。 
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第5章 リスク評価 

 この章では、第 4 章で算出したウインドファームにおける Spar 型風車の連鎖漂流事

故リスクについて評価を行う。 

 日本では、海洋構造物の係留系の設計安全率は 3.0 という値がとられている。しかし、

この値については尐々保守的過ぎるのではないかという見方もあり、表 5-1 に示すよう

に実際に海外ではより低い安全率が設定されている場合が多い。詳細な解析を行った上

で、より低い安全率でも十分な安全性を保つことができるようであれば、低い安全率で

係留系の設計を行ったほうが係留系にかかるコストを削減することができる。 

 そこで、本研究では安全率 3.0 だけでなく、より低い安全率で係留系が設計された場

合についてのウインドファームでの連鎖漂流事故リスク Risk の算出も行い、それらの値

を比較することによって経済性、社会受容性の 2 つの観点から評価を行い、それぞれの

観点からの最適な設計安全率を提示する。また、設計安全率だけでなく、供用年数 20

年間のちょうど半分の 10 年が経過した時点で係留索を全て新品に交換した場合、およ

び係留索の摩耗速度とばらつきを本モデルの 1.5 倍とした場合も選択肢に加えて、Risk

について経済性、社会受容性の評価を行った。なお、各安全率における Spar 型風車 1

基あたりの漂流確率をまとめたのが、表 5-2，表 5-3 である。 

 

表 5-1 各国の船級協会等が定める安全率35
 

各国の船級協会等 安全率 

API 1.67 

ABS 1.82 

BV 2.00 

DnV 1.82 

Lloyd 2.00 

 

表 5-2 各安全率での 1 基あたりの平均漂流確率 

安全率 1 基あたりの平均漂流確率 

係留索の交換なし 10 年で係留索を交換 

3.0 3.10 × 10
-6

 6.06 × 10
-8

 

2.5 4.79 × 10
-5

 2.10 × 10
-6

 

2.0 7.05 × 10
-4

 6.60 × 10
-5

 

1.5 2.03 × 10
-2

 2.13 × 10
-3
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表 5-3 摩耗速度 1.5 倍とした場合の 1 基あたりの平均漂流確率 

安全率 1 基あたりの平均漂流確率 

係留索の交換なし 10 年で係留索を交換 

3.0 4.99 × 10
-2

 4.12 × 10
-7

 

2.5 1.68 × 10
-1

 7.85 × 10
-6

 

2.0 7.98 × 10
-1

 1.93 × 10
-4

 

1.5 ― 5.30 × 10
-3

 

 

5.1 経済性評価 

 設計安全率での経済性については、各安全率での連鎖漂流事故による損害額の期待値

と、各安全率での係留系の設計コストとのトレードオフによって評価を行う。つまり、

1 基あたりが及ぼす連鎖漂流事故損害額の期待値と係留系設計コストの和について、安

全率 3.0 の場合を基準として、安全率を変更した場合にどの程度その値が削減するかを

比較する。また、10 年で係留索を交換した場合については、その交換コストも加えて比

較を行う。 

具体的には、以下の式(5-1)により 1 基あたりの連鎖漂流事故損害額 S の期待値を算

出する。 

 
 

 
 修理工事コスト風車コスト　　

値ブレード衝突基数期待

修理工事コスト係留コスト浮体コスト風車コスト　　

基あたりの漂流確率







 1S

 (5-1) 

ここでブレード衝突基数期待値とは、初期漂流を開始した Spar 型風車がウインドファ

ーム上で平均して何基の Spar型風車のブレード部分のみと衝突するかという値であり、

4.2 節で連鎖漂流浮体数 N を求めた時と同様の方法で、ブレード衝突半径を 92m と設定

することで算出できる。本研究で想定するウインドファームにおけるブレード衝突基数

期待値は 0.226 基であった。 

式(5-1)で連鎖漂流事故損害額 S を算出する際に、次のことを前提とした。まず、Spar

型風車がウインドファーム上で漂流してしまった場合は、周囲の船等への危険性も考慮

し、ウインドファームの外に出てしまった時点で風車を沈没させるとみなした。つまり

Spar 型風車 1 基の全損と考え、Spar 型風車 1 基の建造コストとそれをまたウインドフ

ァーム上に設置する際の工事コストの和と、漂流確率の積をとったのが第 1 項である。

次に第 2 項については、風車のブレード部分のみが衝突した場合、風車は被害を被って

故障すると考えられるが、浮体および係留系には被害を及ぼさないとみなし、風車部分

の建造コストとそれの設置工事コストの和に、ブレード衝突基数期待値を掛けて算出す

ることとした。 

 式(5-1)を用いて算出した 1基あたりの連鎖漂流事故損害額 S と 1基あたりの係留コス
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トの和（10 年で係留索を交換した場合はさらにそのコストも加えた和）について、各設

計安全率および 10 年で係留索の交換を行った場合での値を比較した結果が図 5-1 であ

る。なお、縦軸に安全率 3.0、係留索交換を行わない場合でのコストを基準としたコス

ト削減量[億円]をとっている。ここで、1 基あたりの風車コストは 2.4 億円、浮体コスト

は 1.6 億円とし、係留コストは各安全率について表 5-4 のように設定した。また、修理

工事費については、基準となる額についての情報が非常に尐ないため、Spar 型風車 1

基の建造コスト（風車コスト＋浮体コスト＋係留コスト）の 3 割とした。 

 

表 5-4 各係留系設計安全率における 1 基あたりの係留コスト 

安全率 係留コスト[億円] 

3.0 2.5 

2.5 2.1 

2.0 1.6 

1.5 1.2 

 

 

図 5-1 安全率 3.0、係留索交換なしを基準としたコスト削減量 

 

 図 5-1 より、安全率の値が小さく、係留索の交換を行わないほうがコストは削減でき、

より経済性が高いという結果が得られた。つまり、本研究で想定するウインドファーム

においては、安全率を下げることによる漂流リスクの上昇からの損害額の上昇よりも、

係留コストの低下の影響の方が大きいということが分かった。 

 次に、4.5 節と同様に、チェーン係留索の摩耗についてより悲観的な想定をした場合

（摩耗速度と摩耗のばらつき 1.5 倍）の係留系強度モデルを用いた場合についても、同
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様の経済性評価を行った。その結果が図 5-2 である。これより、係留索交換を行わない

場合は安全率を下げるほど、係留コストの削減よりも損害額の上昇の影響の方が大きく、

経済性が低くなっていくということがわかる。しかし、係留索を 10 年目に交換する場

合は安全率を下げるほど経済性は高くなり、安全率 3.0 で係留索を交換しない場合より

は安全率 1.5 で係留索を 10 年で交換した方がコストを削減できるという結果が得られ

た。 

 

 

図 5-2 摩耗速度 1.5 倍とした時のコスト削減量 

 

5.2 社会受容性評価 

将来的に日本で Spar 型風車を用いた洋上風力発電が実現し、さらにその規模が大き

くなり多くの Spar 型風車によるウインドファームが設置されたと仮定する。その際に、

幾度も風車の漂流事故が発生するような状況となってしまっては、洋上風力発電は危険

性が高いと世間に認知され、日本での風力発電の発展、ひいては脱石油エネルギー化へ

の大きなブレーキとなってしまう。 

そこで本研究では、経済性のみならずこういった社会受容性の観点からも、連鎖漂流

事故リスクの評価を行い、最適な設計安全率について提言する。 

 ここで、社会受容性評価を行う際に以下の点を前提とした。 

 日本の発電所の総発電容量の 10%を洋上風力発電で賄うと仮定。 

 洋上風力発電で用いるウインドファームは、全て本研究で想定した Spar 型風車に

よるウインドファームと同じものと仮定する。 

 ウインドファームの供用期間である 20 年間における、全てのウインドファームで

の連鎖漂流事故リスクの合計が 1 基未満となることを条件とする。 
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まず、日本の発電所における総発電容量は 234GW である36。その 10%を洋上風力発

電で賄うとした時、洋上風力発電の総発電容量は 23.4GW である。ここで、本研究で想

定したウインドファームの発電容量は 2.4×50=120 [MW]なので、23.4GW の総発電容

量となるためにはこのウインドファームが 195 個必要となる。つまり、供用年数 20 年

間における全てのウインドファームでの連鎖漂流事故リスクの合計が 1 基未満となるた

めには、1 つのウインドファームにおける Risk が 1÷195=5.13×10
-3 以下となればよい。

これを 1 基あたりの漂流確率に換算すると、1.03×10
-4以下となればよいということに

なる。 

 これと 4.5 節での結果より、係留索の交換を行わない場合は安全率 2.5 弱、10 年で係

留索を交換する場合は安全率 2.0 弱程度でも、20 年間での日本全体での風車の漂流基数

の期待値を 1 基以下に抑えることができ、十分に社会受容性を備えていると言えるので

はないかという結論が得られる。さらに、係留索の摩耗についてより悲観的に想定し、

係留索の摩耗速度とそのばらつきが本研究で作成したモデルの 1.5 倍であった場合、係

留索の交換は行うべきであり、さらに安全率 2.0 強で係留系設計を行えば、十分な社会

受容性を備えていると言える。 

 以上をまとめると、経済性・社会受容性の両方の観点から考えると、係留索の交換は

行わずに、係留系の設計安全率を 2.5 弱とするのが最適である。また、係留索の摩耗速

度を 1.5 倍で想定する場合は、10 年で係留索の交換を行い、設計安全率は 2.0 強とする

のが最適であるという結果となった。 

  



78 

第6章 結論 

 本研究では、栗本(2008)で開発された漂流シミュレーターの改良版にあたる漂流シミ

ュレーター、および係留系の強度モデルを開発した。それらを用いて、ウインドファー

ムにおける Spar 型風車の連鎖漂流事故リスクの算出・評価を行った。以下で、それら

の各項目についての結論を簡単に述べる。 

 

6.1 漂流シミュレーター 

 本研究で開発したウインドファームにおける Spar 型風車の漂流シミュレーターでは、

時系列変動風・不規則波の導入や、より詳細な波漂流力の評価方法を用いることで、以

前に開発された漂流シミュレーターよりも精度良く Spar 型風車の運動や係留索に発生

する張力を計算することが可能となった。 

 

6.2 係留系強度モデル 

 チェーン係留索の強度の低下・ばらつきモデルの作成と、重力式アンカー強度のばら

つきを調べるための実験を行った。 

チェーン係留索の強度モデルについては、腐食よりも摩耗による強度低下の影響のほ

うが大きいとのことから、摩耗についてのみ考慮し、船に使われていたチェーン係留索

の摩耗データを用いてチェーン係留索の強度モデルを作成した。これは、t 年経過後の

チェーン係留索の各鎖環の切断荷重が、平均がμt＝（設計強度）×（1-0.00894t）、標準

偏差がσt＝（設計荷重）×0.003027t の正規分布に従うとするモデルである。この時、

係留索の破断張力 BTall は各鎖環の切断荷重の最小値であるため、式(6-1)の二重指数分布

に従う。 
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 exp,    (6-1) 

α=3.677，u=-3.073 

 

 重力式アンカー強度実験については、アンカーが引き摺られ始める際の強度は設計強

度を下回ることも尐なくないが、アンカーが動き始めた後にアンカーの前面に土が溜ま

ること等による実質の把駐力（強度）の上昇の割合が大きいため、Spar 型風車が重力式

アンカーを引き摺って漂流して行くという現象は起こる可能性が低いという結論が得ら

れた。これより、本研究では「チェーン係留索は破断しないが重力式アンカーを引き摺

ることによる浮体の漂流現象」は考慮しないこととし、浮体の漂流現象はチェーン係留

索の破断によってのみ発生するとみなしてウインドファームでの Spar 型風車の連鎖漂

流事故リスクの算出を行った。 
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6.3 連鎖漂流事故リスク 

 ウインドファームでの連鎖漂流事故リスクを、「供用期間での風車の漂流期待基数」と

定義し、1 年ごとの初期漂流確率・連鎖漂流浮体数・風速発現期待値・風向発現確率を

求めることで最終的に供用期間におけるリスクを算出した。 

 まず初期漂流確率は、浮体に取り付けられた係留索 4 本のうち 1 本でも切れれば浮体

は漂流を開始すると仮定し、10 分平均風速 v [m/s]が発生した場合に風上側の係留索に

発生する張力極大値の頻度分布を漂流シミュレーターを用いて求め、その分布が

Rayleigh 分布に従うとして張力極大値の確率密度関数を求めた。その分布と係留索の破

断張力の確率分布を用いて、t 年目に 10 分平均風速 v [m/s]が発生した場合の初期漂流確

率を求めた。この初期漂流確率は風向と係留索の張られた角度の関係性から大きく 3 パ

ターンに分けて算出した。 

 次に連鎖漂流浮体数については、初期漂流を開始した浮体が係留されている浮体に直

接衝突、もしくは係留浮体の係留索に引っ掛かった場合は連鎖漂流事故が発生するとし、

1 基の漂流が最終的に何基の漂流事故へと繋がるかという値を算出した。これは初期漂

流を開始した浮体の位置および漂流方向に応じて求め、全ての浮体・漂流方向について

想定する海域での風向頻度分布を考慮して平均をとると 1.367 基となった。 

 風速発現期待値は、低風速域については想定海域での風観測データ、高風速域につい

ては風速再現期間を用いて、10 分平均風速の発現確率を求めることで、1 年間での 10

分平均風速の発現期待値を算出した。 

 風向発現確率は、想定海域での風観測データから求めた。 

 以上を用いて、ウインドファームにおける連鎖漂流事故リスクを算出した。その結果

は以下の表 6-1 となった。この結果は栗本(2008)における値と比較すると非常にリスク

が大きくなっているが、それは栗本(2008)におけるリスク算出方法の改良点から考える

と妥当な結果である。 

 

表 6-1 係留系設計安全率とウインドファームでの連鎖漂流事故リスク 

安全率 係留索摩耗速度通常 係留索摩耗速度 1.5 倍 

係留索交換なし 10年で係留索交換 係留索交換なし 10 年で係留索交換 

3.0 1.55 × 10
-4

 3.03 × 10
-6

 2.49 × 10
0
 2.06 × 10

-5
 

2.5 2.40 × 10
-3

 1.05 × 10
-4

 8.41 × 10
0
 3.93 × 10

-4
 

2.0 3.52 × 10
-2

 3.30 × 10
-3

 3.99 × 10
1
 9.66 × 10

-3
 

1.5 1.01 × 10
0
 1.07 × 10

-1
 ― 2.65 × 10

-1
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6.4 リスク評価 

 求めたウインドファームでの連鎖漂流事故リスクについて、経済性評価と、社会受容

性評価を行った。 

 経済性については、安全率は日本での現行の 3.0 よりも小さくしたほうが経済性は高

く、また係留索の交換も行わない方が経済性が高いという結果が得られた。安全率 3.0

～1.5 の範囲で、最も経済性が高かったのは安全率 1.5 で係留索交換を行わない場合で

あり、安全率 3.0 で係留索交換なしの場合と比較すると風車 1 基あたり約 1.3 億円のコ

スト削減となった。また、係留系強度モデルについて摩耗速度を悲観的に想定し 1.5 倍

とした場合は、安全率 1.5 で 10 年で係留索を交換した場合が最も経済性が高く、安全

率 3.0 で係留索交換なしの場合と比較すると風車 1 基あたり約 0.8 億円のコスト削減と

なった。 

 次に社会受容性の評価については、将来的に日本の発電所の総発電容量の 10%を、本

研究で想定したウインドファームをいくつも設置した洋上風力発電で賄うとした場合、

20 年間での風車の漂流期待基数を 1 基以下とするためには、係留索交換を行わない場合

は安全率 2.5 弱程度、10 年で係留索交換を行う場合は安全率 2.0 弱程度必要であるとい

う結果となった。また、係留系強度モデルについて摩耗速度を悲観的に想定し 1.5 倍と

した場合は、安全率 2.0 強で係留系を設計し 10 年で係留索を交換すれば、十分な社会

受容性を備えているという結果となった。 

 これらより、経済性と社会受容性の両方を満足させるには、係留索の交換は行わずに、

係留系の設計安全率を 2.5 弱とするのが最適である。また、係留索の摩耗速度を 1.5 倍

で想定する場合は、10 年で係留索の交換を行い、設計安全率は 2.0 強とするのが最適で

ある。 

 

6.5 今後の課題 

 本研究に残る課題について、以下に箇条書きで記す。 

 漂流シミュレーターにて浮体の運動を 3 自由度でなく 6 自由度で解くことにより、

よりシミュレーターの精度が増し、より信頼度の高い張力極大値確率分布を求める

ことができる。 

 より多くの、特に海洋構造物に使われている係留索の摩耗データを基に係留系強度

モデルを作成することで、モデルの精度が高くなり、より詳細にウインドファーム

における連鎖漂流事故リスクを算出することができる。 
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